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計画 

 

第１章  予算、収支計画及び資金計画 

 

第１ 予算計画と決算額の対比 

 

１ 中期目標における業務経費削減目標の達成状況 

 

独立行政法人統計センター中期目標（抄） 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

（１） 略 

（２） センターの業務経費（運営費交付金の総額から、退職手当を含む人件費及び周期統計調査に

係る経費を除いたもの）について、新規追加、拡充部分を除き、期初年度に対する期末年度の割合を

97%以下とする。 

 

 

 

 

目標数値：期初年度に対する期末年度の割合 97％以下   単位：千円
 期初年度 

平成 15 年度

当期 

16 年度 

 

17 年度 

 

18 年度 

期末年度 

19 年度 

経常統計調査等に係

る経費 882,085 860,385

 

 

一般管理費 242,232 238,465

 

    

合  計 1,124,317 1,098,850

 

期初年度に対する

割 合 － 97.7％

 

 

経常統計調査等に係る経費については、ＬＡＮ機器について、機器の合理化及び競争性の高

い仕様書による一般競争入札の実施によって経費の削減を図った。 

また、設立初年度であった昨年度に運営改善等を目的に構築した管理部門及び製表部門にお

ける工程管理システムの機能拡充等を計画的に実施したことにより、今年度の経費が減額となっ

た。 

一般管理費については、外注契約において積極的に競争入札を導入することによって、経費

の削減を図った。 

以上のことから、当期については、現中期計画の期末目標値である 97％に近い削減率を達成



したが、今後の業務展開又は効率化実現のための設備投資等により、次年度以降、一時的に経費

が増加する場合がある。 

 しかしながら、今後も情報通信技術の導入等による業務改善を積極的に推進するとともに､運

営経費の効率化を図り、現中期計画の期末目標数値を確実に達成することとしている。 

 

２ 予算計画と決算額の明細 

 その他経費の予算計画と決算額の明細については、「決算報告書」に記載している。 

 

第２ 収支計画と決算額の対比 

単位：百万円
 

区   別 年度計画額 決算額 差 額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

  一般管理費 

  減価償却費 

 財務費用 

 臨時損失 

９，９４０

９，９０２

８，２９２

８３９

７７１

３８

０

９，５７４

９，５２１

７，７７８

８６９

８７４

４２

１１

△ ３６６

△ ３８１

△ ５１４

 ３０

 １０３

 ４

 １１

収益の部 

 運営費交付金収益 

 受託収入 

 資産見返負債戻入 

  資産見返運営費交付金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

 その他収入 

 財務収益 

 臨時利益 

９，９３６

９，８８１

６

４９

１２

３７

０

０

０

９，７９７

９，７０８

９

６９

３２

３７

０

０

１１

△ １３９

△ １７３

３

２０

２０

０

０

０

１１

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

△ ４

０

△ ４

２２４

０

２２４

２２８

０

２２８

 

＜費用関係＞ 

経常費用のうち、業務費は、超過勤務手当削減のほか、休職者の発生等により、人件費が当

初計画を下回ったことによるものである。一般管理費については、退職者数が当初計画を上回っ

たため、退職手当が増加したことにより年度計画額と決算額に相違が生じた。 

＜収益関係＞ 

積極的な受託業務の実施等により、当初計画に比べ受託収入が増加した。 

また、当期から、運営費交付金収益の収益基準を、退職手当を除く人件費については、期間



的に予算と費用が対応していることから、各年度における計画的な予算使用を図るため、対応す

る予算額を収益計上する基準（期間進行基準）を採用することとした。 

そのため、当期については、費用が予算額を下回ったため、利益が計上されている。 

なお、当該収益基準の適用による収益額その他損益の状況は、以下のとおりである。 

    期間進行基準による収益額     6,628,102 千円 

    対応する費用の決算額     △ 6,398,665 千円 

   （期間進行基準によって得た利益）  （229,437 千円） 

    リース資産の会計処理上の損失等  △ 5,828 千円

               当期総利益  223,609 千円 

  

損益の明細については、財務諸表 P.2「損益計算書」に記載している。 

 また、利益の処分方法については、財務諸表 P.3「利益の処分に関する書類」に記載している。 

 

第３ 資金計画と決算額の対比 

単位：百万円
 

区 別 年度計画額 決算額 差額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

９，９６５

９，１６８

７８

７１９

９，４２９

８，５１６

１２５

７８８

△ ５３６ 

△ ６５２ 

４７ 

   ６９ 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  受託収入 

  その他収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

９，９６５

９，８５５

９，８４９

６

０

０

０

１１０

９，９６２

９，８５２

９，８４９

４

０

０

０

１１０

△ ３ 

△ ３ 

    ０ 

△ ２ 

    ０ 

    ０ 

    ０ 

    ０ 

 

年度計画は、予算額をベースに年度内に発生する資金取引について計上しているが、決算額

については、発生主義に基づき実際の現金の受払いによって計上しているため、現金の受払時期

による差額が生じている。 

なお、当期の資金収支の明細については、財務諸表 P.4「キャッシュ・フロー計算書」に記載

している。 

（注）上記の各表については、計数をそれぞれ四捨五入によっているので、合計は合致しないもの

がある。 


